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国際協力機構は、エクアドル国政府からの技術協力の要請を受け、2004年 1月から同国に

おいて「エクアドル国ガラパゴス諸島海洋環境保全計画」プロジェクトを開始しました。 

本プロジェクト開始後 2年 6か月にあたり、当機構は本プロジェクトの進捗状況や現状を

把握、評価し、同国のプロジェクト関係者や派遣専門家に対し適切な助言と指導を行うため、

2006年 7月 2日から 7月 22日まで当機構地球環境部森林･自然環境保全第二チームの小川登

志夫チーム長を団長とする中間評価調査団を派遣しました。 

調査団は、エクアドル側メンバーと構成した合同中間評価調査チームとして過去約 2年 6

か月間の投入実績、活動の達成度を確認し、エクアドル国政府関係者との協議及びプロジェ

クト・サイトでの現地調査実施を通してプロジェクトの運営や事業内容等に対して必要な提

言を行いました。 

この報告書が本プロジェクトの今後の推進に役立つとともに、この技術協力が両国の友

好・親善の一層の発展に寄与することを期待します。  

終わりに、この調査にご協力とご支援をいただいた関係者の皆様に対し、心から感謝の意

を表します。 

 

平成 18年 9月 

 

独立行政法人 国際協力機構 

地球環境部 部長 伊藤隆文 

 





ラジオ番組収録打合せ
番組制作は現地スタッフのカスト
ロ氏（左奥）が担当

サンタクルス漁協HP作成支援
説明しているのはウェブマスターとして
育成中の漁民

島にある掲示板
漁協や教育などの情報を掲示
情報伝達の一手段

漁船は小さなものに制限されている

ガラパゴス諸島海洋環境保全計画中間評価調査

サンタクルス漁協では魚の加工施設
を作っている

サンタクルスの魚市場
小さな台と水道があるだけ



イセエビ幼生調査用の機材（左：幼生コレクター、右：プランクトンネット）

イセエビ幼生のサンプル PNG・グアヤキル大学共同の研究施設
研究員が少なくボランティアを活用

水質検査用機材
CPは自分達で検査できるまでに能力
が向上している

水質検査サイトのグリエタ
岩の割れ目から地下水をくみ上げ、
生活用水としている。
住民は地下水の汚染を懸念



イサベラ島女性グループ
（OMPAI)

カード制作現場女性グループ制作のぬいぐるみ
色･形がシンプルで特徴に欠ける

女性グループ制作のリサイクル紙の
カード。質の向上が課題

環境教育のためのコミュニティセンター（CCEE）はビーチに通じる道沿いにあり、人通り
もある程度ある。



ミニッツ署名（左から小川団長、一人おいて「エ」国側評価団
長の環境省Ochoa氏、環境大臣、一人おいて国際協力庁長官）

評価ワークショップ
専門家、CP、評価団員が熱心に議論
エ側の高いオーナーシップが感じられる

合同調整委員会
プロジェクト関係者、評価団員が
PDM改訂について真剣に議論

「エ」国側評価団員（左：Fernando Ortiz氏、中：
Maria Lopez氏、右：団長のLuis Arriaga Ochoa氏）
非常に熱心かつ建設的であった。

ガラパゴスは人口が急増しており、

建設ラッシュ
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中間評価結果要約表 
 
１. 案件の概要 
国名：エクアドル 案件名：ガラパゴス諸島海洋環境保全計画 
分野：自然環境保全 援助形態：技術協力プロジェクト 
所轄部署：地球環境部 協力金額（評価時点）： 105,138千円 

（機材費、現地活動費の計）

(R/D): 2004年 1月～2009年 1月 先方関係機関： ガラパゴス国立公園局（PNG） 
協力期間 (F/U) : 

(E/N) 
日本側協力機関：環境省、農林水産省 

他の関連協力：なし 

1-1 協力の背景と概要 

 ガラパゴス諸島は、エクアドル沖約 1,000kmの太平洋上に位置する火山群島であり、大陸から隔離
された環境が特異な生態系を形成し、その貴重な生態系はユネスコが定める世界遺産の第１号に指

定されている他、ダーウィンが進化論を産み出した場所としても知られている。 
 2001年 1月、ガラパゴスのサンクリストバル島沿岸でタンカーが座礁し、ガラパゴスの海洋環境保全
の必要性が世界的に認識された。わが国もガラパゴスの海洋環境保全に協力すべく、専門家や各

種調査団を派遣してガラパゴスにおける技術協力の可能性を検討した。 
 これらの調査の結果、ガラパゴスでは陸域に比べ沿岸域で生態系保全の取り組みが遅れているこ

と、また、公園局と漁民をはじめとする住民の間の軋轢が海洋保護区の生態系保全の障害になって

いることが日・エクアドル双方に認識された。これらの調査結果を踏まえ、エクアドル政府は日本政府

にガラパゴス海洋環境保全を目的として技術協力を要請した。 
  
1-2 協力内容 

本プロジェクトの特徴は、1）住民参加により海洋環境保全に地域住民が重要な役割を果たすため
の支援を行うこと、2）ゾウガメなどの個別種の保存を目指すのではなく様々な生物が生息する沿岸域
全体の生態系保全を図ること、3）海洋環境の保全と海洋資源の利用との調和を図り持続的な環境
保全を担保すること、である。 
 
(1) 上位目標 
ガラパゴス海洋保護区生態系の維持・保全体制が強化される。 
 

(2) プロジェクト目標 
住民参加による、海洋保護区生態系の維持・保全活動が推進される。 

 
(3) アウトプット 
① 海洋保護区管理情報が漁業コミュニティに伝達される。 
② 地元住民の環境理解が促進される。 
③ 海洋生物と海洋環境の情報が増加する。 
④ 住民による汚水対策活動が推進される。 
⑤ 伝統漁民のために持続的資源管理活動が支援される。 

 
 



（4） 投入（評価時点） 
 日本側： 
長期専門家派遣   延べ 5名 機材供与            13,736,229 円 
短期専門家派遣   延べ 9名 ローカルコスト負担      91,402,285円  
研修員受入      3名  
相手国側：  
カウンターパート配置 延べ 14名 機材購入      N/A 
土地/執務室（当初）、管理費、通信費等 ローカルコスト負担        9,173,374 円 

 ２. 評価調査団の概要 

 調査者 (1) 総括      ： 小川 登志夫 JICA地球環境部 森林・自然環境保全第二チーム長 
(2) 海洋環境保全： 長谷川 基裕 JICA国際協力専門員 
(3) 協力計画   ： 足立 佳菜子 JICA地球環境部 森林・自然環境保全第二チーム職員
(4) 評価・分析  ： 西野 桂子 グローバルリンクマネージメント(株) 専務取締役 

調査期間  2006年 7月 2日～7月 22日 評価種類：中間評価 

 ３. 評価結果の概要 

3-1 実績の確認 (アウトプットの達成度) 

(1) アウトプット 1：海洋保護区管理情報が漁業コミュニティに伝達される。 
ガラパゴスの漁民および一般住民を対象に海洋保護区保全に関する情報をラジオ・テレビで放送し、ガ

ラパゴス公園管理局（PNG）の活動に対する理解を促進するとともに、漁民間の情報格差を是正すること
を目指して活動を行っている。ガラパゴス諸島全域を対象としたマスメディアの効果は大きく、海洋保全と

いうテーマに対する住民の関心が高まっている。また、ガラパゴス海洋保護区を参加型で管理するシステ

ム（JMP）で決議された重要事項をニュース速報として伝えることにより、海洋資源保護に対する漁民の理
解と参加を促されている。しかしながら、このコンポーネントはプロジェクトが雇用した現地スタッフが中心

となって行っているため、活動の持続性に懸念が残されている。 
 
(2) アウトプット 2：地元住民の環境理解が促進される。 
展示棟と研修棟からなる「環境教育のためのコミュニティセンター（CCEE）」を建設し、地元住民に海洋保
護区の情報を伝える拠点とする計画である。2006 年 7 月現在、建物が完成し、課題であった土地問題も
解決し、展示内容の検討と内装作業が急がれている。これまで、地元の高校生 77 名を対象に環境教育
プログラムを実施し、カウンターパート（CP）やチャールズ・ダーウィン財団（CDF）をはじめ、多くの関係者
の協力を得つつ、ガラパゴス諸島という特殊な環境保全の重要性を伝えている。 

 
(3) アウトプット 3：海洋生物と海洋環境の情報が増加する。 
海洋資源保全に必要な科学的データの構築を目指し、漁民の関心が最も高いイセエビの幼生と海水モ

ニタリング調査を開始している。集められたデータは、資源保護のため、PNG とダーウィン財団が管理す
るデータベースに統合され、JMP および海洋保護区ユーザーが活用できるように計画されているが、専
門家とカウンターパートが不在であったため、アウトプットの発現が遅れている。 

 
(4) アウトプット 4：住民による汚水対策活動が推進される 
このアウトプットは、サンタクスル島の陸水の水質モニタリングを通じて、人間生活が環境に与える影響を

住民に警告し、住民参加の汚水対策活動の推進を意図していた。サンタクスル島を中心に 11 箇所の水
域定点観測地と 9箇所の陸域定点観測地を設置し、2005年度より定期的にモニタリングを行った結果、
大腸菌等の汚染度が高いことが判明した。下水施設のないサンタクルス島では、溶岩の割れ目から取水



しているが、海水および汚水が混入することが多いためである。しかしながら、汚水対策を行うには浄化

槽等の建設が必要であり、本技術協力プロジェクトの範囲を超えている。直接的な対策への住民の期待

が高いだけに、このアウトプットの位置付けが問題となった。 
 

(5) アウトプット 5：伝統漁民のための持続的資源管理活動が支援される。 
人口約 2000 人のイサベラ島を対象に、伝統漁民が生活向上のための代替（追加）収入源を確保すると
ともに、参加型資源モニタリング等の調査に参加することによって、海洋保全の重要性を認識するための

活動であった。しかしながら、イサベラ島漁協幹部の交代に伴い、漁協の方針が変更し、プロジェクトへ

の協力が得られなくなった。その結果、漁民を対象とした活動はサンタクスル島で行われ、女性グループ

支援のみイサベラ島で実施するという変則的な活動になっている。漁協問題のため、活動開始が大幅に

遅れたが、サンタクスル島漁協の協力を得て、今後の展開が期待されている。 
 
3-2 評価結果の要約 

(1) 妥当性 
住民参加による、海洋保護区生態系の維持・保全活動を推進し、ガラパゴス海洋保護区生態系の維持・保

全体制を強化するという本プロジェクトの目標および上位目標は、1997 年に制定された「ガラパゴス特別
法」、2002 年に策定された「ガラパゴスの保全と持続的開発のための開発戦略」、および 2006 年に改訂さ
れた PNGの「管理計画」とも合致している。エクアドル政府にとっても、ガラパゴス自然と観光的価値の維持
は重要な課題である。環境省と PNG との関係は、プロジェクト計画時当初と比較して、大きな変化は見られ
ないが、開始当初の人事変更および人事予算の削減は、プロジェクトに大きな影響を及ぼした。日本の対

エクアドル援助の重点分野は、「貧困対策」、「環境保全」、および「防災」の 3分野であり、環境保全分野に
おける重点課題である「自然環境・生態系保全」に、本プロジェクトは合致しており、本プロジェクトの妥当性

は高いと言える。 
 

(2) 有効性 
PNG を含むガラパゴス環境保全活動を行う機関にとって、環境保全のために「住民の理解と支援を得る
こと」は、重点課題の一つである。しかしながら、陸域の 3％という限られた面積に居住し、ガラパゴス特別
法という厳格な規制の下で生活を営んでいる住民が行う「海洋保護区保全活動」の共通認識が得られな

かった。そのため、プロジェクトの有効性が測定できず、さらに、2 年半という残された期間内で、住民の
行動変容までを求めるのは多難であることから、プロジェクト目標の変更が行なわれた。 

(3) 効率性 
日本側の投入金額 105,138,514 円およびエクアドル側の投入金額 9,183,374 円、さらには投入された調査
団、専門家、CP数という投入規模に対し、現在のアウトプットの達成状況は遅れ気味である。しかしながら、
土地問題の解決、専門家・CPの適切な配置、漁民と PNG、さらには PNG と CDF との関係改善などの諸条
件の好転により、アウトプットの達成見込みが高まり、ひいては効率性の改善に繋がると思われる。 

(4) インパクト 
ラジオとテレビ放送のインパクトは予想以上に大きく、2004 年に起こった PNG と漁民の対立イメージの改
善と両者の関係改善に大いに貢献している。また、環境教育は、高校生のみならず教師や学校の関心を

高め、環境保全活動の実施を促すなど、プラスのインパクトが生まれている。しかしながら、CCEE の落成が
土地問題で遅れたため、一部の住民が建設そのものを浪費と誤解していること、さらに、地元住民に対する

度重なるインタビューが住民に不必要な期待を抱かせていること、地元住民は JICA が浄化槽などの汚水
対策施設を建設すると期待していること、などのマイナスのインパクトがでている。 



 
（5） 自立発展性 
組織的・財政的・技術的な側面から検証した結果、本プロジェクト終了後も、その効果が継続される可能

性は非常に高い。アウトプット 1以外の殆どの活動が PNGの本体活動に沿っており、水質および海洋資
源モニタリングの技術移転も効果的に行われている。また、公選で選ばれた局長の指導力は高く、この

システムが継続すれば、PNG の組織力と職員の士気は改善すると思われる。さらに、IDB の技術協力に
より PNG は組織改革に取り組んでおり、必要な人員が必要な部署に配置されるようになると期待されて
いる。 
 
3‐3 効果発現に貢献した要因 

(1) 計画内容に関すること 
本プロジェクトは、計画段階から住民も交えた参加型ワークショップを重ね、CP とも充分協議の上、プロ
ジェクトの概要を策定した。多くのドナーが一方的にプロジェクトを開始する中で、住民の意見を聞き、参

加を求めた上で計画策定を行った JICAに対する住民の好意と期待は高い。また、保全活動を全面的に
押し出すのではなく、情報伝達、環境教育、データ構築および漁民支援という多角的なアプローチは、

「保全」と「開発」という相反する状況下で、必要かつ適正な措置であった。 

（2） 実施プロセスに関すること 
本プロジェクトは、CDF、4 つの地元高校、サンタクルス漁協、イサベラ島の女性グループ、観光業界、サ
ンタクルス市役所、NGO など多くの組織や個人の協力を得て活動を行っている。活動の調整および連
絡は日常的に行われており、プロジェクトの影響が広範囲に及ぶ土台となっている。また、海洋保全に対

する CP および現地雇用スタッフのコミットメントは強く、個々人の能力が高いこともプロジェクトの効果発
現に貢献している。 
 
3‐4 問題点及び問題を惹起した要因 
(1) 計画内容に関すること 
住民のニーズに基づき多角的なアプローチを取った結果、プロジェクト目標との因果関係が曖昧になっ

た。特に、アウトプット 4 の「汚水対策」に対する住民のニーズは高いが、海洋環境保全との因果関係は
深くないことが判明している。また、既述のとおり、住民が行う海洋環境保全活動のイメージが特定されて

いないのが、活動の具体化を遅らせる一因となった。 

（2） 実施プロセスに関すること 
2004年1月20日に開始された本プロジェクトは、3度に渡る漁民の反公園管理局（PNG）ストライキ、および
PNG職員によるストライキ（2004年9月）に直面し、活動開始が大幅に遅れた。また、初年度だけでPNG局
長が4名交代し、2004年末には、185名の契約スタッフが解雇され、職員数は293名から98名にまで激減し
た。CPも頻繁に交替、あるいは不在の状況が続き、実施体制に影響を及ぼした。さらに、2004年10月の独

立行政法人化に伴う機構改革の影響を受けJICA本部の担当者が頻繁に交代したこと、ならびにエクアド

ルには協力隊調整員事務所しかなく技術協力プロジェクトに対しては指導を行う立場になかったことなども

活動の遅れを招いた原因の一つとして挙げられる。2005年1月に派遣された運営指導調査団は、日本人
専門家とPDMの見直しを行い、同2月のJCCでPDM第2版の合意に至りはしたが、CPとの議論が十分行わ
れたとは言いがたい。その結果、アウトプット毎の活動が先行し、プロジェクトの全体像の共有化が遅れる

要因となった。 
 
 



3‐5 結論 

プロジェクトは開始直後の 1年半あまり、PNGと漁協の対立、およびPNGの組織的な混乱により、ほとんど
の活動が実施されなかった。また、プロジェクト目標の検討が不十分であったため、アウトプット毎の活動

計画の策定に支障をきたしていた。そのため、今回の中間評価調査で、2日間に渡りワークショップを開催
し、プロジェクト目標とアウトプットとの因果関係を精査した。その結果、現行 PDM（第 2 版）の上位目標で
ある「ガラパゴス海洋保護区生態系の維持・保全体制が強化される」ことをプロジェクト目標に設定すること

で関係者の合意にいたった。PNG も組織的に安定し、プロジェクトを取り巻く環境が好転していることか
ら、終了時までに新しいプロジェクト目標を達成できる見込みは高い。 

 
3‐6 提言 

(1) プロジェクトに対する提言 
• アウトプット毎の担当者がプロジェクト全体のビジョンと目的に関する共通認識を持つことが重要
である。今後も定期的に関係者でモニタリングを行う機会を設定し、各アウトプットの相乗効果、

およびプロジェクト全体の達成状況をモニタリングすること。 
• 専門家と CP、専門家間、PNG内部、および専門家と JICA本部との意思疎通が充分でなかった
ため、認識の齟齬や意思決定の遅れを招いた。より緊密なコミュニケーションと情報の共有を図

ること。 
• 本プロジェクトは、多くの組織の協力を得て活動している。更なるプロジェクトの発展のため、関
係機関との連携強化を図ること。 

 (2) PNGに対する提言 
• 現在の CPの配置は充分ではないため、適切な配置を行うこと。 
• PNGの局長は、プロジェクトの総括として、CPをまとめ、監督すること。 
• ガラパゴス海洋保護区を参加型で管理するシステム（JMP）の運営経費はドナーの支援に頼って
いる。JMPにはファシリテーターが 1名いるのみであり、このような体制では JMPを効率的かつ持
続的に運営することはできない。PNGは、JMPの財政的な持続性を真剣に考えること。 

• 環境教育のためのコミュニティセンターの展示物や内装の準備、および研修棟で実施する環境
教育計画の策定を早急に行うこと。 

(3) エクアドル政府環境省に対する提言 
• PNG の人権費削減は、プロジェクトに多大な影響を及ぼすため、PNG の予算を安定的に確保
するよう努力すること。 

(4) JICA本部に対する提言 
• 日本人専門家の不適切な配置はプロジェクト活動の遅延を招くため、JICA 本部は専門家の

TORを見直し、適切な専門家を適切な時期に派遣すること。 
 

3-7 教訓 

（１）自然環境保全分野の協力に関する経験の蓄積 
JICA では自然環境保全分野のプロジェクト経験が未だ少なく、適切な計画策定が難しい状況にある。
自然環境保全のためには、調査、環境教育、汚水対策、生計の多様化支援など幅広い活動が必要にな

るが、分野ごとに関係部署や関係機関は異なる。１つのプロジェクトでどこまでカバーするのか、どのような

実施体制で臨むのかの判断が難しい。多くの分野を取り込みすぎると先方の実施機関の能力や所掌範

囲を超えてしまい、コミットメントが得られにくい上に、関係機関から協力を得るのに時間を要する場合もあ

る。日本側の投入も確保が難しい。逆に絞り込みすぎてしまうとプロジェクトの成果が出にくい。本プロジェ

クトでは幅広い分野が設定されていたが、重点とすべき課題や主要関係者の絞込みが十分でなく、アウト



プット間の関連も明らかではなかった。また多様な活動が設定されていたが、それに対する専門家の派遣

は必ずしも十分ではなく、CP機関も十分に CPを配置することが困難な状況にある。日本側の投入規模も
勘案し、適切な問題設定を行い、主要な関係機関との連携体制・役割分担を明確にし、活動を推進する

必要がある。 

（２）JICA事業に対する理解の醸成 
ガラパゴスでは JICAの技術協力は本プロジェクトが初である。JICAの技術協力は他のドナーの資金的
な協力とは異なり、専門家派遣や研修員受け入れ等を通じて先方の実施能力を高めることを主眼とする。

しかしながら JICA事業に馴染みがないところではこのような事業のやり方への理解を得るのに時間がかか
り、ともすれば資金的な協力に対する期待が膨らんでしまう。プロジェクトに対するオーナーシップの醸成

にも時間がかかる。このようなところでは粘り強く JICA 事業に対する先方の理解を促進し、先方の主体性
を向上させるような支援を実施すべきである。 

（３）計画変更のタイミング 
 今回の中間評価調査では幅広い活動を整理し、焦点を明確にすることも目的の 1 つであった。しかしな
がら、既に活動が開始されており、関係者が意欲を見せているものについては活動を縮小することは難し

かった。計画を縮小する際は、活動が開始されていないか、問題が生じて関係者の間でも計画変更の必

要性が認識されている場合がよい。計画を実施するのは現地の関係者であり、不用意に現地関係者の意

欲を損なうようなことはしてはならない。本プロジェクトは改善の余地が十分にある。しかしながら先方のプ

ライドを傷つけるようなやり方では正しい指摘であっても受け入れられない。先方と十分に協議し、活動の

成果や課題を共有しながら納得を得て改善の方向性を探っていくことが望ましい。 

 



略 語 表 
 
 

AIM Inter-institutional Management Authority 組織間管理委員会 

ASOGUIAS Guide Association of Galápagos ガラパゴスガイド協会 

CAPTURGAL Cámara Provincial de Turismo de Galápatos ガラパゴス州観光会議所 

CDF Charles Darwin Foundation チャールズ・ダーウィン財団 

CI Conservation International コンサーベーションインターナショナル 

CP Counterpart カウンターパート 

GMR/RMG 
Galapagos Marine Reserve/ 
Reserva Marina Galapagos 

ガラパゴス海洋保護区 

GNP/PNG 
Galapagos National Park/ 
Parque Nacional Galapagos 

ガラパゴス国立公園 

IDB/BID 
Interamerican Development Bank/ 
Banco Interamericano de Desarrollo 

米州開発銀行 

INGALA 
National Institute for Galapagos/ 
Instituto National Galápagos 

国立ガラパゴス庁 

ODA Official Development Assistance 政府開発援助 

PDM Project Design Matrix プロジェクト・デザイン・マトリックス 

PMB/JMP 
Participatory Management Board/ 
Junta de Manajo Participativo 

参加型管理委員会 

PO Plan of Operations 活動計画 

USAID United States Agency for International 
Development 米国国際開発庁 

WWF World Wildlife Fund 世界自然生物基金 
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